別記第1号様式（第7条関係）
年　月　日
公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
所在地
企業名
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　
（申請者確認事項）次の各号の該当の有無についてチェックすること
いずれかに該当する場合は本助成金申請者の対象外となります
	発行済株式の総数又は出資価額の総額の2分の1以上を同一の大企業の所有に属している中小企業者
	□該当する
□該当しない

	発行済株式の総数又は出資価額の総額の3分の2以上が大企業の所有に属している中小企業者
	□該当する
□該当しない

	役員の総数の2分の1以上を大企業の役員又は職員が兼ねている中小企業者
	□該当する
□該当しない


地域外副業・兼業人材活用促進事業助成金交付申請書
標記助成金の交付を受けたいので、地域外副業・兼業人材活用促進事業実施要領第７条の規定により、下記のとおり申請します。

１　助成金交付申請額　　　金　　　　　　　円（２（3）の②交付申請額）

２　副業・兼業人材の従事する業務の計画
（1）副業・兼業人材について
	氏　名
	
	住　所　
	

	本業の所属等
	



（2）副業・兼業人材の配属先や従事する業務の目的・内容
	


（3）業務計画及び移動費の積算
	
	業務内容
	移動経路
（交通手段）
	宿泊地
（施設名・在地）
	移動費(円)
交通費
宿泊費

	1
	月　日
	
	
	
	



	2
	月　日
	
	
	
	



	3
	月　日
	
	
	
	



	4
	月　日
	
	
	
	



	5
	　月　日
	
	
	
	



	
	①　申請者が負担する移動費の合計
	

	
	②　助成金交付申請額（①×1/2）(100円未満は切り捨て)
	


※１社あたり年間１人材、１人材あたり最大５回までの往復移動を対象とする
※１回の往復移動に係る交通費及び宿泊費は45,800円を上限とする
※１回の往復移動に伴う交通費が1万円未満の場合は対象外とする

３　添付書類
　　当該副業・兼業人材を活用することが証明できる書類（雇用契約書、業務委託契約書など）


